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第32回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・事業報告
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
・連結計算書類
連結注記表
・計算書類
個別注記表
・株主総会参考書類
第３号議案　当社とアイアート株式会社との株式交換契約承認の件
アイアート株式会社の最終事業年度にかかる計算書類等の内容

第32期（2020年６月１日から2021年５月31日まで）

Shinwa Wise Holdings株式会社

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://www.shinwa-wise.com/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会
社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとおりで
あります。
①　当社ならびに子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制
　当社は、「グループ行動憲章」を策定し、代表取締役社長が継続的にその精神を
当社ならびに子会社の役員及び使用人に伝えることにより、法令遵守及び社会倫理
の遵守を企業活動の前提とすることを徹底する。
　当社及び子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力排除に向
けた体制を構築し、反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。
　当社は、財務計算に関する書類その他の情報の適正を確保するため、金融商品取
引法等の法令に準拠し、財務報告に係る内部統制の体制の整備を推進する。
　これらの徹底を図るため、当社は、コンプライアンスへの取り組みをグループ横
断的に統括することとし、当社が中心となりグループ全体の教育等を行う。
　また、法令上疑義のある行為について当社及び子会社の役員及び使用人が直接情
報提供を行う手段として「内部通報制度」を設置運営する。

②　取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、「文書取扱規程」及び「稟議規程」の定めるところにより、当社の取締
役の職務の執行にかかる情報を、文書または電磁的媒体に記録し、保存及び管理す
る。当社の取締役及び監査役は、これらの文書または記録を常時閲覧できるものと
する。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社及び子会社は、リスク管理行動指針として、「リスク管理規程」を当社及び
子会社の役員及び従業員に周知する。グループ各社は、固有のリスクに対応するた
め、規則、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成配布等を行うもの
とし、グループ横断的リスク状況の監視及び対応は当社が行うものとする。定期的
なリスク管理体制の見直しを当社の取締役会において行い、問題点の把握と改善に
努める。新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者を定めて迅速な対応
を行い、損害の拡大を防止する体制を整える。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社及び子会社の取締役会は、当社ならびに子会社の取締役及び使用人が共有す
る全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、目標達成の進捗状況を管理でき
るよう、当社及び子会社の取締役会における月次の業績報告により、取締役が期中
においてグループ全体の業績をタイムリーに把握できる体制を整備する。その他、
この目標達成に向けてグループ各社が実施すべき具体的な目標及び権限分配を含め
た効率的な達成方法を定めるため、以下の経営管理システムを用いて、取締役の職
務の執行の効率化を図る。

　　・職務権限・意思決定ルールの策定
　　・経営会議の設置
　　・中期経営計画の策定
　　・中期経営計画に基づく業績目標と予算の設定
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⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、子会社の業務の適正を確保するために、「関係会社管理規程」を制定し、
同規程に従って、適切に管理する。
　当社は、子会社の自主性を尊重しつつも、子会社の業務及び取締役の職務の執行
の状況を当社の取締役会及び経営会議にて定期的に報告を受け、会計業務、経営等
に関する事項について適宜意見を提示する。子会社の重要事項は、当社取締役会及
び経営会議において精査すること等により、子会社の取締役の職務の執行の効率化
を図るとともに、その職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
統制を行うことで、当社グループの業務の適正を確保する。
　当社の監査役は定期的に子会社の監査役等と意思疎通・情報交換を図り、必要に
応じて子会社を調査する。
　当社の「内部通報制度」の窓口を、当社グループ共有のものとして設置するとと
もに、通報を行った者が当該報告をしたことを理由に当社グループ内で不利な扱い
を受けないことを確保する体制を整える。

⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項及び当該使用人の当社の取締役からの独立性ならびに当該
使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社の監査役は、必要に応じて当社の内部監査担当者を補助者とし、監査業務に
必要な事項を命令することができる。当社の内部監査担当者は、当社の監査役会と
の協議により監査役の要望した事項の臨時監査を実施し、その結果を監査役会に報
告する。
　監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助者は、その命令に関して監査役以
外の者の指揮命令を受けない。なお、補助者の人事考課及び異動に関しては、監査
役の意見を尊重するものとする。
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⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関
する体制

　当社は、監査役の要請に応じて下記の項目を主なものとする報告及び情報提供を
行うこととするほか、常勤の監査役が取締役会のほか経営会議をはじめとする社内
の重要会議等に出席し、自ら能動的に情報収集ができる体制を確保する。
・当社の内部統制システム構築に関する各部署の状況
・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
・業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
・内部通報制度の運用及び通報の内容
・稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け
　当社グループの役員及び従業員は、当社グループに重大な損害を与える事項が発
生または発生する恐れがある場合、当社グループの役員及び従業員による違法また
は不正を発見した場合、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたと
きは、適時、適切な方法により監査役に報告する。この監査役への報告を行った者
に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁じ、その
旨を当社グループの役員及び従業員に周知徹底する。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　取締役及び従業員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備す
るよう努める。監査役は、代表取締役社長との定期的な意見交換会を開催し、適切
な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行により経営監視機能の強化及び向上を図り、
また、その職務の遂行上必要と認める場合には、弁護士、公認会計士、税理士等の
外部の専門家を利用することができる。
　監査役が監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求を
したときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や
かに当該費用または債務を処理する。
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　⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　　　当社は、監査役制度を採用しており、取締役会、監査役会の各機関を設置して

おります。取締役会は社外取締役３名を含む６名の取締役で構成されております。
監査役会は３名の社外監査役で構成され、うち１名を常勤監査役として選定して
おります。

　　　当社は、取締役会規程を含む社内規程を制定し、取締役が法令及び定款に則っ
て行動するよう徹底しております。当事業年度は23回の取締役会を開催し、各議
案の審議では活発な意見交換がなされております。

　　　監査役は、当事業年度において16回の監査役会を開催し、監査役会において定
めた監査計画に基づき、監査を実施しております。監査役は、取締役会決議その
他の取締役の意思決定に関して、法的義務の履行状況を、事実認識の正確性、意
思決定過程の合理性、意思決定内容の適法性及び経営者としての合理性等の観点
から監視検証しております。

　　　子会社に対しては、一定基準に該当する重要事項については、当社取締役会で
の報告を義務付けており、子会社を含む当社グループの業務執行状況が、当社取
締役会で報告されることにより、社外監査役が、独立した立場から当社グループ
の経営に関する監視ができるとともに、社外取締役が、独立した立場から当社グ
ループの経営への監督、関与ができる体制を整備しております。

　　　また、常勤監査役は、重要な会議等への出席や、代表取締役、会計監査人と定
期的に情報交換等をすることで、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの
整備及び運用状況を確認しております。
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連　結　注　記　表
（自　2020年６月１日　至　2021年５月31日）

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
連結子会社の数　７社
連結子会社の名称
　Shinwa Auction株式会社
　Shinwa Prive株式会社
　Shinwa ARTEX株式会社
　Shinwa Market株式会社
　シンワメディコ株式会社
　SHINWA APEC MALAYSIA SDN. BHD.
　シンワクリエイト株式会社

⑵　非連結子会社の状況
非連結子会社の数　２社
非連結子会社の名称
　Shinwa Medico Hong Kong Limited
　SHINWA MYANMAR COMPANY LIMITED
　非連結子会社は、小規模会社であり、合計総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

関連会社１社につきましては、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、当連結会計年度から持分法の適用範囲から除外しております。

⑵　持分法を適用していない関連会社の状況
持分法を適用していない関連会社の数　２社
持分法を適用していない関連会社の名称
　ASIAN ART AUCTION ALLIANCE COMPANY LIMITED
　中国芸術品投資管理有限公司
　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、SHINWA APEC MALAYSIA SDN. BHD.の決算日は３月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日の計算書類を使用しております。ただし、４月１日から連結決
算日５月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券
その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ
時価法を採用しております。

ハ　たな卸資産
商品、製品及び仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採
用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）について
は、定額法）を採用しております。なお、有形固定資産の一部（太陽光発電設備）については、定額
法を適用しております。

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。
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５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．重要な引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

７．その他連結計算書類の作成のための重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑵　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連
結会計年度の費用として処理しております。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りに関する会計基準」企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度より適用し、
（会計上の見積りに関する注記）を開示しております。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
１.棚卸資産の評価
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品　1,031,922千円

（２）識別した項目に関わる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、棚卸資産の評価基準について、個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）を採用しております。具体的には棚卸資産の特性上、一定の期間、一定の率を用
いて毎期規則的に切り下げを行うこと基本としています。

しかし、将来の不確実な経済環境の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の連
結計算書類において影響を与えます。
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２.繰延税金資産の回収可能性
（１）当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

繰延税金資産　174,141千円

（２）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっており

ます。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発
生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延
税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

当社は新型コロナウイルス感染症が収束するまでには時間かかり、景気への影響は長引くものの、各
国における景気対策や財政政策により、世界経済は緩やかに回復すると仮定し、繰延税金資産の回収可
能性を見積もっております。

Ⅳ．会計上の見積りの変更に関する注記
（棚卸資産）
当社グループは、棚卸資産の評価基準について、個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）を採用しています。具体的には、棚卸資産の特性上、一定の期間、一定の率を用いて毎期規則
的に切り下げを行うことを基本とし、評価方法、一定の期間、一定の率については、保有状況や過年度の販売実
績を検証することで、毎期妥当性を検討しておりましたが、第１四半期連結会計期間において帳簿価額切り下げ
に係る一定の期間及び一定の率について変更することといたしました。

これは2017年12月の持株会社化から２年以上が経過し在庫販売に大きな割合を占めるプライベートセールに
関しても体制変更後の諸施策を進める中で、保有方針が確率されるとともに、十分な販売実績データが蓄積され
たことに伴い、棚卸資産に係る収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反映させるために、帳
簿価額切り下げに係る一定の期間及び一定の率について変更する事に至りました。また、この状況の変化に伴い
規則的な評価だけでなく、個別的にも見直しを行い、必要と判断されたものについては追加的な切り下げを行う
ことといたしました。

この結果、従来の方法と比べて、当事業年度の売上原価が54,777千円減少し、営業利益、経常利益、税金等調
整前当期純利益は同額増加しております。

Ⅴ．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて）
当社グループでは、前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大

に伴う会計上の見積りについて）において、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が2021年５月期中には収
束するものと仮定して、会計上の見積りを行っている旨を記載しておりましたが、今後の新型コロナウイルス感
染症の拡大については、その収束時期等を正確に予測することが困難な状況であり、翌連結会計年度までは一定
の影響が継続するとの仮定の下、現時点では繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに重要な影響はない
ものと判断して会計処理を行っております。しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大による影響は不確定要
素が多く、収束までの期間が長期化した場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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Ⅵ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。
定期預金
商品

100,000千円
170,193千円

担保付債務は、次のとおりであります。
短期借入金
1年内返済予定の長期借入金
長期借入金

86,700千円
17,332千円

138,676千円

２．オークション未収入金及びオークション未払金は、オークション事業により発生する落札者及び出品者に対
する未決済債権及び債務残高であります。
なお、オークション未収入金及びオークション未払金の期末残高は、期末日とオークション開催日との関係
によって増減いたします。

３．有形固定資産の減価償却累計額 161,916千円
Ⅶ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 7,439,900株 － － 7,439,900株

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 332,882株 - - 332,882株

３．新株予約権等に関する事項
当連結会計年度の末日において発行している新株予約権等（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く）の目的となる株式の数

該当事項はありません。

４．剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
該当事項はありません。
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Ⅷ．金融商品に関する事項
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、事業計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。一時的な余
裕資金の運用は銀行預金に限定しており、それ以外の金融商品による運用は行っておりません。
営業債権である売掛金とオークション未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。オークション未
収入金に係る顧客の信用リスクは、落札代金の入金確認後に作品を引き渡すことによりリスク低減を図って
おります。

前渡金はオークション出品者に対して、予想される落札に対するオークション出品代金の一部の前渡しを
するものであり、作品の預り及びオークション未払金との相殺を前提としております。
短期借入金は主に商品の仕入、前渡金に係る運転資金の調達を目的としております。

長期借入金は、設備投資に係る資金調達を目的にしております。長期借入金は金利変動リスクに晒されて
おりますが、その一部はデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してリスクヘッジをしております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2021年５月31日（当連結会計年度末日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、含まれておりま
せん。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時 価 （ 千 円 ） 差 額 （ 千 円 ）

（1）　現金及び預金 477,576 477,576 －

（2）　売掛金 493,402

貸倒引当金（※１） －

差引 493,402 493,402 －

（3）　オークション未収入金 521,770

貸倒引当金（※２） △2

差引 521,768 521,768 －

（4）　前渡金 64,723 64,723 －

資産計 1,557,471 1,557,471 －

（5）　買掛金 21,789 21,789 －

（6）　オークション未払金 545,962 545,962 －

（7）　短期借入金 86,700 86,700 －

（8）　１年内償還予定の社債 10,000 10,000 －

（9）　１年内返済予定の長期借入金 22,336 22,336 －

（10）　社債 5,000 5,000 －

（11）　長期借入金 310,585 310,585 －

負債計 1,002,372 1,002,372 －

（12）　デリバティブ取引（※３） （5,439） （5,439） －

※１　売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
※２　オークション未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
※３　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
⑴　現金及び預金　⑵　売掛金　⑶　オークション未収入金　⑷　前渡金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

⑸　買掛金　⑹　オークション未払金　⑺　短期借入金　⑻　１年内償還予定の社債　⑼　１年内返済
予定の長期借入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。
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⑽　社債　⑾　長期借入金
これらの時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

⑿　デリバティブ取引
デリバティブ取引は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．投資有価証券及び関係会社株式（連結貸借対照表計上額51,420千円及び64,873千円）につきましては、
　市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められていることから時価開示の対象として
おりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現 金 及 び 預 金 477,576 － － －

売 掛 金 493,402 － － －

オークション未収入金 521,770 － － －

前 渡 金 64,723 － － －

合 計 1,557,473 － － －

４．借入金及び割賦未払金の連結決算日後の返済予定額
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 86,700 － － － － －

１年内償還予定の
社債 10,000 － － － － －

社債 － 5,000 － － － －

１年内返済予定の
長期借入金 22,336 － － － － －

長期借入金 － 31,228 31,228 31,228 35,062 181,839

合計 119,036 36,228 31,228 31,228 35,062 181,839

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 250円64銭
１株当たり当期純利益 3円29銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個　別　注　記　表
（自　2020年６月１日　至　2021年５月31日）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社及び関連会社株式
　移動平均法による原価法
②その他有価証券
　市場価格のないもの
　移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品
個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法によっておりま
す。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。

４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。なお、当事業年度に係
る役員賞与は支給しないため、当事業年度末において役員賞与引当金は計上しておりません。

⑷　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上しております。
なお、当社は、従業員数300人未満の小規模企業等に該当するため、簡便法を採用しております。
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５．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年
度の費用として処理しております。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年から適用し
ています。

Ⅲ.会計上の見積りに関する注記
１.たな卸資産の評価

（１）当事業年度の貸借対照表に計上した金額
商品　330,198

（２）識別した項目に関わる重要な会計上の見積りに関する情報
当社はたな卸資産の評価基準について、個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）を採用しております。具体的にはたな卸資産の特性上、一定の期間、一定の率を用い
て毎期規則的に切り下げを行うことを基本としています。

しかし、将来の不確実な経済環境の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の
連結財務諸表において影響を与えます。

２.繰延税金資産の回収可能性
（１）当事業年度の貸借対照表に計上した金額

繰延税金資産　98,923千円

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もってお

ります。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に発
生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資
産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

当社は、新型コロナウイルス感染症が収束するまでには時間がかかり、景気への影響は長引くものの、
各国における景気対策や財政政策により、世界経済は緩やかに回復すると仮定し、繰延税金資産の回収
可能性を見積もっております。
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Ⅳ.会計上の見積りの変更に関する注記
（たな卸資産）
当社グループは、たな卸資産の評価基準について、個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）を採用しています。具体的には、たな卸資産の特性上、一定の期間、一定の率を用いて毎期
規則的に切り下げを行うことを基本とし、評価方法、一定の期間、一定の率については、保有状況や過年度の販
売実績を検証することで、毎期妥当性を検討しておりましたが、第１四半期連結会計期間において帳簿価額切り
下げに係る一定の期間及び一定の率について変更することといたしました。

これは2017年12月の持株会社化から２年以上が経過し在庫販売に大きな割合を占めるプライベートセールに
関しても体制変更後の諸施策を進める中で、保有方針が確率されるとともに、十分な販売実績データが蓄積され
たことに伴い、たな卸資産に係る収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反映させるために、
帳簿価額切り下げに係る一定の期間及び一定の率について変更する事に至りました。また、この状況の変化に伴
い規則的な評価だけでなく、個別的にも見直しを行い、必要と判断されたものについては追加的な切り下げを行
うことといたしました。

この結果、従来の方法と比べて、当事業年度の売上原価が5,593千円増加し、営業損失、経常損失、税金等調整
前当期純損失は同額増加しております。

Ⅴ．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて）
当社グループでは、前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大

に伴う会計上の見積りについて）において、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が2021年５月期中には収
束するものと仮定して、会計上の見積りを行っている旨を記載しておりましたが、今後の新型コロナウイルス感
染症の拡大については、その収束時期等を正確に予測することが困難な状況であり、翌連結会計年度までは一定
の影響が継続するとの仮定の下、現時点では繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに重要な影響はない
ものと判断して会計処理を行っております。しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大による影響は不確定要
素が多く、収束までの期間が長期化した場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

Ⅵ．貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。
定期預金 100,000千円
担保付債務は、次のとおりであります。
短期借入金 86,700千円

２．オークション未収入金及びオークション未払金は、オークション事業により発生する落札者及び出品者に対
する未決済債権及び債務残高であります。
なお、オークション未収入金及びオークション未払金の期末残高は、期末日とオークション開催日との関係
によって増減いたします。

３．有形固定資産の減価償却累計額 119,685千円

－ 16 －
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４．保証債務
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

Shinwa ARTEX株式会社 156,008千円

５．関係会社に対する金銭債権は次のとおりであります。
短期金銭債権 213,506千円

Ⅶ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 335,245千円
営業取引以外による取引高

受取利息 13,187千円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 332,882株

Ⅷ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因
繰延税金資産

賞与引当金否認額 436千円
退職給付引当金否認額 543千円
未払事業税否認額 3,028千円
減価償却超過額 218千円
貸倒引当金否認額 50,375千円
棚卸商品評価損否認額 66,568千円
関係会社株式評価損否認額 34,753千円
投資有価証券評価損 11,505千円
資産除去費用否認額 3,888千円
繰越欠損金 73,736千円
その他 13,647千円
小計 258,702千円
評価性引当額 △159,779千円
繰延税金資産合計 98,923千円

－ 17 －
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )

子 会 社 Shinwa Auction
株 式 会 社

所有
直接  100% 役員の兼任

経営指導料
の 収 入 90,000 未 収 入 金 74,536

商 品 売 上 17,121 売 掛 金 －

資金の貸付 56,200
関 係 会 社
短 期 貸 付 金

25,700
資金の回収 124,000

受 取 利 息 579 未 収 利 息 －

子 会 社 Shinwa Prive
株 式 会 社

所有
直接  100% 役員の兼任

経営指導料
の 収 入 46,800 未 収 入 金 30,048

商 品 売 上 112,654 売 掛 金 71,500

資金の貸付 10,000
関 係 会 社
短 期 貸 付 金

301,200

資金の回収 15,000

受 取 利 息 4,635 未 収 利 息 －

－ 18 －
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種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )

子 会 社 Shinwa ARTEX
株 式 会 社

所有
直接  100% 役員の兼任

経営指導料
の 収 入 46,800 未 収 入 金 30,030

商 品 売 上 21,870 売 掛 金 7,392

資金の貸付 10,000 関 係 会 社
短 期 貸 付 金

297,000

資金の回収 39,800
１年内返済の
関 係 会 社

長期貸付金
24,800

受 取 利 息 7,708
関 係 会 社
長 期 貸 付 金

（注３）
175,200

債 務 保 証
（注４） 156,008 未 収 利 息 －

子 会 社
S H I N W A  
A P E C
M A L A Y S I A
S D N . B H D .

所有
間接  100% 役員の兼任

資金の貸付 30,000 関 係 会 社
短 期 貸 付 金

30,000

関 係 会 社
長 期 貸 付 金

（注５）
117,310

（注）１．上記金額には消費税は含まれておりません。
２．取引条件の決定にあたっては、資金の貸付については市場金利を勘案し行っております。
３．Shinwa ARTEX株式会社への関係会社長期貸付金に対し、94,173千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。
４．Shinwa ARTEX株式会社の銀行借入等に対して、債務保証を行っております。取引金額については期末

時点の保証債務残高を記載しております。
５．SHINWA APEC MALAYSIA SDN.BHD.への関係会社長期貸付金に対し、37,484千円の貸倒引当金を

計上しております。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 248円13銭
１株当たり当期純損失 △7円89銭

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 19 －
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株主総会参考書類
第３号議案　当社とアイアート株式会社との株式交換契約承認の件
アイアート株式会社の最終事業年度にかかる計算書類等の内容

貸借対照表
アイアート株式会社

令和２年10月31日現在
単位：円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【 流 動 資 産 】

現 金 ・ 預 金

商 品

短 期 貸 付 金

立 替 金

前 払 費 用

未 収 入 金

仮 払 金

【 固 定 資 産 】

（有形固定資産）

工 具 器 具 備 品

( 投 資 そ の 他 の 資 産 )

出 資 金

【462,777,705】

80,164,375

2,790,160

60,000

613,015

3,043,304

307,721,257

68,385,594

【6,204,476】

（6,194,476）

6,194,476

(10,000）

10,000

【 流 動 負 債 】 【220,888,912】

未 払 金 74,225

未 払 費 用 23,563,627

未 払 法 人 税 等 1,787,500

預 り 金 25,791,709

仮 受 金 159,558,951

未 払 消 費 税 10,112,900

【 固 定 負 債 】 【30,000,000】

長 期 借 入 金 30,000,000

負 債 合 計 250,888,912

純 資 産 の 部

【 株 主 資 本 】 【218,093,269】

資 本 金 50,000,000

（ 利益剰余金） （168,093,269）

その他利益剰余金 168,093,269

繰越利益剰余金 168,093,269

純 資 産 合 計 218,093,269

資 産 合 計 468,982,181 負 債 ・ 純 資 産 合 計 468,982,181

－ 20 －
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損益計算書
アイアート株式会社

自 令和元年11月 1 日
至 令和２年10月31日

単位：円

科 目 金 額

【 売 上 高 】

売 上 手 数 料 291,133,447

掲 載 料 11,905,991

そ の 他 売 上 2,905,607 305,945,045

売 上 総 利 益 金 額 305,945,045

【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】 271,552,927

営 業 利 益 金 額 34,392,118

【 営 業 外 収 益 】

受 取 利 息 6,003,778

受 取 配 当 金 201 6,003,979

【 営 業 外 費 用 】

支 払 利 息 割 引 料 3,430,032

雑 損 失 100,000 3,530,032

経 常 利 益 金 額 36,866,065

税引前当期純利益金額 36,866,065

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,500,000

当 期 純 利 益 金 額 26,366,065

－ 21 －
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販売費及び一般管理費
アイアート株式会社

自 令和元年11月 1 日
至 令和２年10月31日

単位：円
科 目 金 額

役 員 報 酬 15,280,645
給 与 手 当 65,760,274
賞 与 8,040,000
法 定 福 利 費 9,440,121
福 利 厚 生 費 509,092
旅 費 交 通 費 5,201,855
通 信 費 8,060,992
交 際 費 693,086
減 価 償 却 費 53,584
賃 借 料 10,219,746
保 険 料 34,609,502
修 繕 費 318,715
水 道 光 熱 費 1,015,300
消 耗 品 費 3,252,163
租 税 公 課 126,015
運 賃 2,121,929
事 務 用 品 費 32,065
広 告 宣 伝 費 23,425,041
支 払 手 数 料 48,761,718
諸 会 費 55,966
新 聞 図 書 費 224,819
地 代 家 賃 31,999,680
車 両 費 378,777
会 議 費 22,861
雑 費 1,948,981

合 計 271,552,927

－ 22 －

販売費及び一般管理費



2021/08/10 9:34:44 / 21754045_Ｓｈｉｎｗａ　Ｗｉｓｅ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ株式会社_招集通知（Ｆ）

株主資本等変動計算書
アイアート株式会社

自 令和元年11月 1 日
至 令和２年10月31日

単位：円
株 主 資 本

純 資 産 合 計
資 本 金

利 益 剰 余 金
株主資本合計その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 50,000,000 141,727,204 141,727,204 191,727,204 191,727,204
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 26,366,065 26,366,065 26,366,065 26,366,065
当期変動額合計 － 26,366,065 26,366,065 26,366,065 26,366,065
当 期 末 残 高 50,000,000 168,093,269 168,093,269 218,093,269 218,093,269

－ 23 －
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